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１出典：電子地形図（国土地理院）を加工して作成

（１）本市の状況 ①鉄軌道及び路線バスネットワーク

・路線バス延長：約500キロ、225系統
・市内バス事業者：7社
・運行距離：約４．２万キロ／日
出典：R6年度系統別年次報告より市集計
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⚫ 千葉市内の公共交通利用者数はコロナ禍で大きく減少したが、現在はコロナ禍前の約9割までに復調
⚫ 利用者数が戻っていない理由としては、働き方（テレワーク等）の変化、減便による影響が想定される

出典：市調査結果

８６％ （＝161千人（R5） ÷ 186千人（H31））まで復調

２

（１）本市の状況 ②公共交通利用者数の推移



３

（１）本市の状況 ③代表交通手段分担率（H30年）

⚫ 本市の自動車分担率は約35％であり首都圏政令指定都市と比較すると自動車の依存度が
高い傾向にある

出典：東京都市圏PT調査

■東京都市圏全体※の代表交通手段分担率の推移
※東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県・茨城県南部

■各都市の代表交通手段分担率
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（１）本市の状況 ③代表交通手段分担率（H30年）

⚫ 市の自動車分担率（約3５%）のうち、1割の利用者がバスに転換するだけでバスの利用者が倍になり、かつ、効果として、
道路渋滞緩和や省CO2化への寄与が考えられる。

出典：千葉市地域公共交通計画（https://www.city.chiba.jp/toshi/toshi/kotsu/documents/02dai2shou.pdf）

４



⚫ R7時点の市内運転手数は2,397人（ R6年からー5人）、バス車両数520台（R6年からー6台）で年々微減
⚫ 便数はR６年２月を100%としたときに、R7年8月に90%まで減少

⇒改善告示により、運転手の拘束時間に制限が設けられたことが減便に影響
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出典：市調査結果
■運転手が5人減った場合の減便数（推定：47便/日～１８８便/日）

75km/日※1×5人÷8km※２＝47便/日
※1：バス運転手の1日の走行距離（平均）／※2：市内バス路線の平均運行距離（片道）

【参考：バス運転手の1日の走行距離（最大）を用いた場合の減便数】 300km/日×5人÷8km=188便/日
５

（１）本市の状況 ④路線バス運転手数と運行便数の推移



（２）取組状況 ①令和7年度当初予算概要

事業名 事業内容
地域公共交通計画の改定 17,000

持続可能な交通ネットワークの形成を図るため、地域公共交通計画を改定する。

新たな地域公共交通導入に向けた
社会実験
（R4年度～）

26,000

公共交通不便地域における施策検討のため、デマンド型交通の運行エリアを拡大し
て、社会実験を継続し、地域主体による移動手段の確保に向けた取組みを推進する。

コミュニティバスの運行（泉）
（H10年度～）

46,000

地域の生活交通を確保するため、３系統のコミュニティバスの運行を委託する。

コミュニティバスの運行（大宮台）
（R6年度～）

19,000

地域の生活交通を確保するため、コミュニティバスの運行を委託する。

生活交通バス路線維持支援
（R6年度～）

75,000

市民の生活交通として必要なバス路線の維持確保のため、路線バス事業者に対し
て運行に要する費用を助成する。

地域公共交通支援
（R4年度～）

41,260

深刻化している路線バスやタクシーなどの運転手不足問題への取組みを支援する
ため、事業者が行う運転手確保に要する費用などを助成する。

公共交通利用促進事業
（R2年度～）

165

持続可能な公共交通の実現のため、公共交通の利便性向上に資する駐輪場等整備、
バス停へのベンチの新設にかかる費用を一部補助する。

単位：千円

６



（２）取組状況 ②事業経営に対する支援

補助対象額等 市内バス事業者を対象に、運行に要する費用の
一部を支援

補助対象路線 運賃では維持することが難しい赤字系統であり、今後バスネットワークの持続性の向上
や路線再編などを進めるうえで特に重要と考える路線を選定

ア 生活交通バス路線維持支援

京成：八千代台線
（八千代台駅～花島公園～いきいきプラザ）

シーサイド ３路線
（花島公園～ZOZO）

京成：検見川線
（新検見川駅～いきいきプラザ～草野車庫）

内陸：み春野線
（み春野～勝田台）

内陸：横戸線
（勝田台駅～草野車庫～スポーツセンター駅）

内陸：寺山線
（西千葉駅～ﾎﾟﾘﾃｸｾﾝﾀｰ千葉～みつわ台車庫）

内陸：西千葉線
（千葉駅北口～西千葉駅～千葉駅東口）

シティ：千草台団地線
（稲毛駅～千葉駅北口）

小湊：大巌寺線
（千葉駅～淑徳大学）

小湊 2路線
（千葉駅～浜野・浜野駅東口）

小湊
（鎌取駅～ｲｵﾝﾀｳﾝおゆみ野）

小湊
（千葉駅～ｲｵﾝﾀｳﾝおゆみ野）

京成：あやめ台団地線
（稲毛駅～草野車庫～こてはし団地）

京成：新都心回遊線
（京成幕張駅～海浜幕張）

中央：土気工業団地線
（土気駅北口～大野台中央公園）

中央：あすみが丘A線
（土気駅南口～大椎町南）

中央：あすみが丘B線
（土気駅南口～大椎町南）

中央：あすみが丘東線
（土気駅南口～ﾌﾞﾗﾝﾆｭｰﾓｰﾙ）

フラワー：千葉線
（千葉駅～中野操車場）

京成：こてはし台団地線
（勝田台駅～こてはし団地） R6年度実績：74,997千円

・廃止や減便となった場合、市民
生活へ大きな影響を及ぼすと考
えられる23系統に補助

７



（１）運転手養成支援事業
ア 対 象 者 市内に本社又は営業所等を有する

路線バス事業者、タクシー事業者
イ 支援内容

社員（内定者含む）免許取得※（受験資格特例教習含む）のために運転手養成支援制度により貸
付等をした教習費用を予算の範囲内で支援（補助率１／２）
※路線バス事業者は大型二種免許、タクシー事業者は普通二種免許

ウ 上 限 額
①大型二種免許取得者 ３００千円／人、普通二種免許取得者 ５０千円／人
②受験資格特例教習受講者
・年齢過程： ４０千円／人
・経験過程：１２５千円／人
・年齢経験過程：１５０千円／人

（２）取組状況 ②事業経営に対する支援

（２）人材確保支援事業
ア 対 象 者 市内に本社又は営業所等を有する

路線バス事業者、タクシー事業者
イ 支援内容

運転手確保のための採用活動（求人広告掲載、ホームページ・チラシ作成、イベント出展等）に要
する費用を予算の範囲内で支援（路線バス事業者：補助率１／２、タクシー事業者：補助率１／4）

※運転手以外の職種（事務員や整備士など）のみを対象とした採用活動に要する費用及び補助
対象事業者の従業員の人件費、旅費等経費は対象外

イ 地域公共交通支援事業
R6年度実績：総額10,168千円
・バス運転手：９社５４名
・タクシー運転手：5社28名

R6年度実績：総額28,244千円
・バス会社：１０社
・タクシー会社：3社

8



（２）取組状況 ③利用環境整備

ア 公共交通利用促進事業

対象者 交通事業者：一般乗合旅客自動車運送事業者 （路線定期運行を行う者に限る）

補助対象
経費

バスの運行情報を経路検索サービスなどに適切に反映させ、バス路線の認知度向上による
需要の掘り起こしを図るため、国土交通省が定めたGTFSフォーマットでバス運行情報を作
成などの経費
対象事業：標準的なバス情報フォーマット化 、技術取得のための講習会

補助率 １／２

（１）路線バス高度化支援事業

R6年度までの実績
・R5：ちばシティバスにGTFS化に関する

補助（150千円）
・R6：交通DX講習会を開催

※GTFS化は7社中2社が導入

9公共交通DX講習会（令和7年3月19日）



（２）取組状況 ③利用環境整備

対象者
① 交通事業者：一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者（路線定期運行を行う者に限

る）及び鉄軌道事業者
② 町内自治会等 ③その他市長が認めた者

補助対象
経費

バス停や鉄軌道駅及びその周辺部において、乗継環境の向上のための施設整備に要する経
費（用地取得費は除く）
対象事業：サイクルアンドライド等施設整備、バス停留所の環境整備（ベンチ）

補助率 １／２

（２）駐輪場等整備支援事業

ア 公共交通利用促進事業

10

令和３年度実績

（１）「京成団地」停留所利用者
専用駐輪場環境整備
申請者：京成バス（株）
事業費：５，２６９，０００円
補助額：２，３９５，０００円

（２）千葉中央メディカルセンター
停留所環境整備
申請者：京成バス（株）
事業費：２９１，５００円
補助額：１３２，５００円

（１）青葉の森スポーツプラザ
停留所環境整備
申請者：千葉中央バス（株）
事業費：３５９，１５０円
補助額：１６３，２５０円

令和４年度実績



（２）取組状況 ③利用環境整備

イ バス停整備（海浜幕張駅新改札口）

1１

新改札口・バス停設置位置

ＪＲ海浜幕張駅

新改札口

至東京

至蘇我

既存改札口位置

バス停箇所

・海浜幕張駅の交通結節機能強化や利便性向上を

  目的として、駅の蘇我方面に新たな改札口を設置

・令和７年7月からバス停の供用開始

新改札は、改札内に階段2カ所、エレベーター2基、改札口
を1カ所設け、改札外には階段2カ所、エレベーター1基、ス
ロープ1カ所を設置。施設面積は約550㎡ 事業費（市負担分※）：566,207千円

※総事業費の1/3



（２）取組状況 ③利用環境整備

ウ 駐車場附置義務緩和

1２

公共交通の利便性向上や利用促進に寄与するため、駐車場附置義務条例の改正を令和４年度
に実施

③中心市街地など公共交通の利便性の高い
エリアでは、新たな駐車場整備の必要性は
高くないため、附置義務台数などを低減

・一般車用駐車施設の附置義務台数の見直し
⇒必要台数をおおむね2割程度緩和

①公共交通利用促進に寄与する施設などの
設置をする際は、附置義務台数を緩和

・敷地内にベンチや上屋、緑地広場など、バス待ち
環境の整備
・シェアサイクルポートなどの設置

②歩きたくなるまちなど、本市のまちづくり
との整合が図られるよう駐車場整備に向け
た緩和

・ 中心市街地へのマイカーの流入を抑えるため、
千葉駅周辺エリアでは、隔地駐車場の距離を、
概ね２００mから５００ｍに緩和
⇒公共交通の利用促進にも効果

バス待合環境整備を大学敷地内に設置 シェアサイクルポートの設置（幕張豊砂駅）



（２）取組状況 ④地域や事業者との連携

ア モビリティ・マネジメント

1３

１時間目
事前授業

２時間目 ３時間目
（授業参観日）

４時間目

小学校担任の先生と大学生で実施小学校担任の
先生が実施

【導入】 【共感】 【創造】 【共有・振り返り】

・「公共交通」に
ついて理解を
深める。

・公共交通につい
ての学習
・事例から公共交
通の強みを考える

・身近な人物に対して公
共交通の強みを教えて
あげるためのグループ
ワーク。親も参加。

・３時間目でまと
めた資料の発表
会。

公共交通の利用促進として、これからの社会を担う子供たちへの教育が効果的とされている
ことから、令和６年度は教育委員会と連携し、モノレールの沿線である北貝塚小学校と千草台小
学校の2校をモデル校として交通環境学習（モビリティ・マネジメント教育）を実施。

交通環境学習
副読本

R6年度実績：3,058千円（副読本制作業務）



花まわる号

運行開始日 平成１８年４月２４日

運行開始に
至る経緯

平成１６年５月、路線バスの退出に
より交通が不便となった地域の解
消を目的に、コミュニティバス導入
を検討する地元協議会の準備会を
設置。
その後、バス会社側から路線の退
出は行わず、地元・行政・事業者に
より運行計画を検討する場を設け
たいとの申し出があり、平成１６年
１０月三者協議会を設置。

路線最長
運行距離

１６．６ｋｍ

停留所数 ３５箇所

運行本数 ９便

R5年間
利用者数
（１日あたり）

５９,９２３人
(１日平均１６３．７人)

料金 ＩＣ：大人１６８円～３１６円
現金：大人１７０円～３２０円

車両 ノンステップバス（３２人）

出典：市HP
（https://www.city.chiba.jp/toshi/toshi/kotsu/documents/hanamawaru_panph.pdf）

１４

イ 花まわる号（花見川北部地域）

（２）取組状況 ④地域や事業者との連携



○背景など
・令和6年4月に運転手不足により土
休日便が30便から0便に減便。

   ・地域の町内会やバス事業者、千葉市
などで対応策の協議を進める中で、
地域連絡会を設立。

   ・バス事業者は市の支援事業を活用
し、運転手の確保ができたことから
復便が決定。

「使うことが、守ること」を
スローガンに路線バスの利用促進に努めている

１５

ウ 大巌寺線（中央区）

（２）取組状況 ④地域や事業者との連携



運賃分科会

地域公共交通活性化協議会

地域公共交通部会 バス部会 バス事業者
WG

連携

エ バス事業者ワーキンググループの設置
○設置目的と検討内容

・市内バス事業者と本市でワーキングを本年５月に設置。

・ワーキングでは、各社の経営方針や路線バスを維持するための課題や取組みなどにつ
いて把握、整理する。

・デジタル化が進んでいないバス情報（運行便数や利用者数など）の収集・可視化（路線の
見える化）を進め、バスインフラの状況として路線バス運行に必須となる車両保有台数や
運転手採用の見込みについても調査を進めている。

・可視化された情報や事業者の状況を踏まえ、路線の再編のあり方、方向性について検
討を進めるとともに路線の維持再編につながる新たな支援策について検討する。

１６

（２）取組状況 ④地域や事業者との連携



①自動車運転手の働き方改革の遵守に必要な運転手の確保・育成に対する支援強
化や持続性の向上につながる交通ＤＸの取組の推進

■運転手養成支援の事例

②路線バス事業者の運行経費への支援などを拡充することにより、事業者の経営
に対する財政支援の拡充

労働環境の確保 労務管理体制の整備

多機能トイレ・更衣室

多言語化
対応端末

運転手の負担軽減に
資する車両や設備等の導入

雇用契約・社保申請・
従業員管理システム等

スポットワークや
副業にも対応

多様な人材の
雇用に繋がる設備投資

多様な働き方に対応する
労務システム導入

先進安全自動車（ＡＳＶ）の
導入支援拡充

衝突検知

側方接近車両
検知

一部イラストは国土交通省 自動車総合安全情報HPより

車検時など車両改修時に対しても
補助されるよう拡充

（現行：新車新規登録時のみ対象）

地域公共交通特定事業によらず
補助されるよう拡充

（現行：路線再編時等のみ対象）

労務システム等が
幅広く対象となるよう拡充

（現行：勤怠管理システム等が対象）

国

千
葉
市

■交通DXの推進

１7

ア 令和8年度 国の施策及び予算に対する重点要望

（２）取組状況 ⑤国への要望



さらしなバス おまごバス いずみバス

運行開始日 平成１０年
１０月３０日

平成１７年
９月１日

平成２０年
３月１日

運行開始に
至る経緯

交通不便地域
における日常
の市民生活の
足の確保を目
的として運行

民間バス路線
の退出を受け、
廃止代替路線
として運行

民間バス路線
の退出を受け、
廃止代替路線
として運行

路線最長
運行距離

約２５ｋｍ 約２５ｋｍ 約２６ｋｍ

停留所数 ５５箇所 ５１箇所 ５１箇所

運行本数 １１便 １６便 １４便

R６年度利用者
（１日あたり）

１６，４９４人
（４２．８人）

３９，９１３人
（９９．３人）

３１，３９８人
（７５．７人）

料金 一律３００円（中学生以下１００円）
一日乗車券５００円（中学生以下２５０円）

車両
（乗車定員）

ノンステップバス（３１、３２人）

出典：市HP
（https://www.city.chiba.jp/toshi/toshi/kotsu/documents/newrutomap.pdf）

（３）参考 市内コミュニティバス（若葉区泉地域コミュニティバス）

１８

R6年度実績：46,000千円（委託）



おおみやバス

運行開始日 令和６年４月１日

運行開始に至る経緯
千葉中央バス㈱の運行する路線バスの撤退
に伴う交通不便地域の発生を回避するため、
コミュニティバスを運行

路線最長運行距離 約９．１ｋｍ

停留所数 ２８箇所

運行本数 ８便

R６年度利用者
（１日あたり）

１７,７０８人
（４８．５人）

料金
一律３００円（小学生以下１００円）
一日乗車券５００円（小学生以下２５０円）

車両（乗車定員） ノンステップバス

御成台車
庫

鎌取駅北
口

出典：市HP
（https://www.city.chiba.jp/toshi/toshi/kotsu/documents/rosennzu.pdf）

（３）参考 市内コミュニティバス（若葉区大宮台地域コミュニティバス）

１９

R6年度実績：19,000千円（委託）



（３）参考 市内コミュニティバスの運行制度

○地域住民と交通事業者と市の3者でコミュニティバスの利便性の向上や利用促進などを図るため、運行ルートや
運行時間などについて協議し、より良いコミュニティバス維持に向けた検討を進めるための取組み。

運行は地域・行政（市）・
交通事業者の３者で協力

地域住民

交通事業者市

市は地域の努力をサポート
運行に関する経費の一部を負担

専門的観点からの助言
（運行計画・各種手続き）

地域は最大限努力
（明確な乗車目標）

地域負担（運賃・路線等検討）

２０


	スライド 0: 令和７年９月１０日 
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7: （２）取組状況　①令和7年度当初予算概要
	スライド 8: （２）取組状況　②事業経営に対する支援
	スライド 9: （２）取組状況　②事業経営に対する支援
	スライド 10: （２）取組状況　③利用環境整備
	スライド 11: （２）取組状況　 ③利用環境整備
	スライド 12: （２）取組状況　 ③利用環境整備
	スライド 13: （２）取組状況　 ③利用環境整備
	スライド 14: （２）取組状況　 ④地域や事業者との連携
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21: （３）参考　市内コミュニティバスの運行制度

